＜要望フォーマット＞
	税目
	日本には無い税制です。米国ではPartnership Taxationと称します。

	要望者名
	齋藤旬（さいとうじゅん）　（Partnership論研究家）

	要望名
	Partnership税制導入　（台湾、中国ではPartnership＝合夥、合伙です。）

	要望内容
	1） 「Partnership;　新会社形態、a new form of company」
Partnershipという新たなLegal entity、economic entity（法的主体、経済主体）の導入を要望します。このentityはclosely held firmと呼ばれることからも分かるように親密Partner達の存在がentity成立の前提です。日本に良く知られた会社形態であるCorporate（一般的和訳は“法人”）は、物的財産（corporeal property）を所有することで成立し、永続が目的であるentityであり通常は解散清算は行われませんが、Partnershipはmortal entity、つまり寿命が有限であり、Partnerの死亡等により解散と清算が必ず行われます。
Partnershipは清算後、Partnerごとの最終的なcapital gain, capital lossが、Partner間の協議によって確定します。そこに初めて課税することで事足ります。このことが以下の２）３）につながります。

なお会計公開義務については、粗方次の様になります。Partnershipは、設立・運営に会計公開義務が必要ありませんが、他方Corporateは、設立・運営・（そしてもし起こったら）清算に会計公開義務が必要です。

２）「税務損益不認識、non-recognition rule」IRC§721(a), IRC§731(a)
出資、つまりPartnership組成のためのcontribution。これへの（税務上）損益認識が行われません。このことにより米国では、属人性の高いアイデアや知財などの無形財産をPartnershipにcontributeし、代わりにProfits Interest（利益持率）を受け取るという取引(non-arm’s length transactionの範疇)に譲渡益課税されることがありません。例として「Dream Works LLC設立（１９９４年）　日本ならば・・・.ppt」を添付しました。また、Profits Interest（利益持率）の説明として、今年の知財学会で発表した論文；「２G1 齋藤旬research2009rev2.doc」を添付しました。ご覧下さい。
清算でない分配（non-liquidating distributions）に対しても原則としては（税務上）損益認識が行われません。つまり、解散清算時に一回だけ、しかもPartnershipにでなくPartner達に課税されるのがPartnership taxationの最もシンプルな有り様（ありよう）です。
３）「会計自由、freedom of accounting」、ことに「税務会計自由」

米国の内国歳入慣例、IRC§703(b)とIRC§448(a)によれば、
A partnership generally is free to select its own accounting method. 
Partnershipは、原則としてその税務会計方法を自由に選んで良い。
C Corporations generally must use the accrual method of accounting.
C Corporationは原則として発生主義の税務会計を使わねばならない。

という具合にPartnershipの「会計自由」と、C Corporateの発生主義税務会計義務が規定されています。
　前者の「会計自由」の環境により、米国は様々な手法を生み出しました。Allocationとは、その一般的和訳は、配賦またはパス・スルーまたはフロー・スルーであり、分配と違って実際のキャッシュ等の授受はありません。帳簿の上だけの事柄ですが、「Capital Loss」をallocateすることで「負の所得税」を生み出すことが出来ます。あるいは、有限責任性をPartnershipに組み込んでLLC（Limited Liability Company）を生み出すための「recourse asset」「asset backed loan」や、asset backedされていない貸付である「non recourse loan」も編み出しました。また、Corporateでは出資財（Equity）は戻ってこないのが基本ですが、Partnershipでは解散清算時に（減耗分を除いて）原則的に戻してもらえる「non recourse equity、redeemable preferred equity、中国語訳では“可財回優先股”」が編み出されました。いわゆるメザニン・ファイナンスを生み出した原動力は、Partnershipの「会計自由」だったのです。
　「会計自由」は米国にメリット・デメリットをもたらしました。デメリットとしては「訴訟社会」をもたらす一因となったこと。あるいは「租税回避の悪用、Tax Shelter Abuse」の温床となったこと。あるいは、At Risk Law (1976)； 「recourse assetを立てた他人資本の損失しか税務損金算入を許さない。」、Passive Activity Loss Rule (1986)；「Ｐａｓｓｉｖｅつまり“金は出すが口は出さない”投資活動から得た税務損金は、同じくＰａｓｓｉｖｅな投資から得た税務益金としか相殺できない。」、Check the box （Form8832）Rule (1997) ；「ＬＬＣはＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐにもＣｏｒｐｏｒａｔｅにもなれる。」、税免除組織の税務申告用紙Form990の再設計（2008）などなど、「後追い」「イタチごっご」「モグラたたき」のLaw Makingもデメリットでしょう。Common Law社会にはつきもののドタバタといえるかも知れません。

「会計自由」の最大のデメリットは、今回のサブプライムローンに端を発した世界的金融恐慌の遠因となったことでしょう。ただ、これは防げたと思います。サブプライムローン自体は悪いことではありません。例えば、若い移民の夫婦にお金持ちの篤志家が住宅資金を貸すことは寧ろ推奨されることです。しかし、第三者がその債権に付保し、再格付けして証券化し、その貸付の背景にある個別の事情には何の関わりもない一般の人達に売るというのは許されないことだと思います。
　敷衍すれば、Partnershipは絶対的にclosely heldでなければならない。親密な間柄の中だけで保たれるのが肝要ということです。言い換えればCorporateの世界とPartnershipの世界の峻別。難しいことだとは思いますが出来ないことではないと思います。要は、一般の人々が皆、Corporate概念とPartnership概念を良く理解することが出発点だと思います。
　「会計自由」のメリットは何と言っても、経済の立て直しです。５）で説明するグラフの黒三角▲；Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐが１９８６年以前には赤字を計上していたのが、１９８６年に先述のPassive Activity Loss Ruleが制定されるやいなや黒字に転じ、米国産業利益の大きな部分を占めていく様はドラマチックとさえ言えるのではないでしょうか？　「どうして？」を考察するのは難しくないでしょう。読者の方にお任せします。ヒントは先述の「負の所得税」です。
日本は、米国の失敗や成功を分析して、より良いPartnership制度を設計する好機にあると思います。
４）　注意点；　税制原則の違い

　実はCorporate税制とPartnership税制を並立させることは困難なことです。並立は必要ではあります。Mature industryは社会全体で進めるのですからCorporateで。他方Infant Industryはそのテーマの理解者達が進めるのですからPartnershipで。ザッと言えばこういうことですから並立は必要です。しかし並立は難しい。そもそも税制原則が違うのです。
　　　　Corporate税制原則；　　「Simple, Fair, Neutral」

Partnership税制原則；　「Simple, Flexible, Equity」

後者の議論は戦後直ぐの米国、しかし日本が米国からシャウプ税制を、即ち、当時としては『世界で最も優れた租税制度(第一次シャウプ勧告「序文」第三段落)』を、教えてもらった1949年1950年の後の1954年の米国国会の上院と下院で始まりました。（S. Reg. No. 1622, 83d Cong., 2d Sess. 89 (1954);　H.R. Rep. No 1337, 83d Cong., 2d Sess. 65 (1954)）
この二原則を併存させるのは容易なことではありません。Fair; 公平　と　Equity；衡平はしばしばInconsistentだからです。

 "simplicity, flexibility, and equity as between the partners."

の様に、「the partners」と米国国会議論の資料に記載されていることからも分かりますが、Equityとは特定の人間と特定の人間の間でのバランス。他方、Fairとは、一般的なバランス。誰もが納得できるバランスです。

Equityは、Common Law特有の概念です。Common Lawに組み込まれた「Intuitu Personaeの原則」 ；「個々の特異性を斟酌する原則」から導き出される概念です。「要件主義」にとらわれない「柔軟」な軽重判断です。決して「誰からも等距離」、つまりneutralなものではありません。

　Partnership LawはCommon Lawの典型。導入は一筋縄ではいかないと思います。しかし必要だと考えています。「期待される効果」が必要だからです。


	要望目的
期待される効果
	5） 　「今や米国産業利益の大半はPartnershipの類によって生み出されている。」という事実。

　米国IRSの所得統計部の研究成果論文；“An Analysis of Business Organizational Structure and Activity from Tax Data”を和訳しました。

『税データから見た、事業組織構造と活動の分析rev4.doc』。添付しました。これの最も大事なグラフは、「今や、米国産業利益の大半は・・・.ppt」です。これも添付しました。ご覧下さい。
　　　

6） 　新たな雇用の創出
　日本の労働人口は約６０００万人。今、その三分の一の約２０００万人が非正規雇用と呼ばれています。三分の一が「正しくない」とされる仕組み！　何かおかしいと思いませんか？
　私は、Partnership導入が雇用創出のキーだと考えています。アニメータ、ゲーム・クリエータ、ファッション・デザイナーなどなど、日本の強みとされ若者が興味を持っているテーマは、属人性の高い無形のアイデアや知財によって付加価値を作り出そうとする試みです。２）で説明した「税務損益不認識ルール」がこういった無形財を活かしたスタートアップや挑戦を促進することでしょう。
　あるいは、科学技術立国ニッポンを支えてきた技術者達も、疲弊する「相当の対価裁判」でなく「利益持率」の獲得でもって、自分の技術アイデアを実現の場に移すインセンティブを強力に、また安寧に得られるのではないでしょうか？
7） Innovationの促進

　これ関連では私は二本の論文を書きました。
· Innovationに不可欠な制度；Partnership会計・税制
· freedom of accounting the vital of innovation engine_rev11.doc
また、２００７年には当時の米国財務長官のポールソンが

· Business Taxatioin and Global Competitiveness 07230.pdf
という論文を出しています。サマリーを和訳しました。

■　Business Taxation and Global Competitiveness Summary.doc
　
これらを添付します。どうぞご覧下さい。



注意：この要望フォーマットの記載内容は、必要に応じ公表される可能性がありますので予め御了承下さい。









